
※基準価額は信託報酬控除後の値です。

ファンド設定日：2021年5月7日

※組入比率は純資産総額に対する比率です。
※現金等には未収・未払項目などが含まれるため、マイナスとなる場合があります。

※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算しています。
※設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※収益分配金は1万口当たりの金額です。
※分配金は過去の実績であり、将来の分配金の水準を示唆・保証するものではありません。

収益分配金（税引前）推移

決算期 第1期 － －
設定来累計

決算日 2022/4/25 － － － －

－ －

0円分配金 0円 － － － －

－ －

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月 １年 ３年

-12.51％ -1.67％ -4.80％ -3.69％ 0.11％

５年

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

2023年2月28日基準（愛称：大小）

運用実績

基準価額 8,749円 前月末比 ▲149円 純資産総額 12.85億円

ファンド 金額 比率

14 1.2％

基準価額等の推移

期間収益率

スパークス・厳選投資ファンドＦＦ（適
格機関投資家専用） 647 50.4％

ＳＢＩ中小型成長株ファンド-ネクスト
ジャパン-FF（適格機関投資家専
用）

623 48.5％

現金等

資産構成（単位：百万円）

（億円）

特化型
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※スパークス・アセット・マネジメント株式会社の情報を基に、SBIアセットマネジメント作成。

ファンド設定日：2021年5月7日

※比率はマザーファンドの純資産総額比です。
※各比率の合計が四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

※設定日前日を10,000として指数化しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※比率はマザーファンドの純資産総額比です。 ※比率はマザーファンドの純資産総額比です。
※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

68円

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：大小） 2023年2月28日基準
追加型投信／国内／株式

投資先ファンド①　　スパークス・厳選投資ファンドＦＦ（適格機関投資家専用）

基準価額等の推移 基準価額 前月末比

投資先ファンドは、一般社団法人投資信託協会「投資信託等の運用に関する規則信用リスク集中回避のための投資制限の例外」を適用して特化型運用を行
います。そのため、同一銘柄に係るエクスポージャーの投資信託財産の純資産総額に対する比率として10％を上限として運用を行うところ35％を上限として運用を
行います。

9,096円

5 セブン＆アイ・ホールディングス 小売業 5.3%

組入銘柄数 25銘柄

期間収益率

設定来 １カ月 ３カ月 ６カ月 １年 ３年 ５年

-9.04% 0.75% -1.25% -1.02% 0.89% － －

組入上位5銘柄

銘柄名 業種 比率

業種別構成　上位５業種

1 日立製作所 電気機器 9.2%

2 ソニーグループ 電気機器 9.1%

3 三菱商事 卸売業 8.6%

4 ロート製薬 医薬品 5.8%

資産別構成比率

現金等

株式

5.3%

94.7%

特化型
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※スパークス・アセット・マネジメント株式会社の情報を基に、SBIアセットマネジメント作成。

　当ファンドのパフォーマンスは、前月末比0.75％の上昇となり、参考指数の同0.95％の上昇を0.20％下回りました。
　当月のプラス貢献銘柄は、三菱商事、オリックスなどでした。一方、マイナス影響銘柄は、リクルートホールディングス、オリンパスなどでした。

　当月は決算シーズンでしたが、当ファンド投資銘柄のなかで好決算を発表した企業としてオリックスが挙げられます。

　オリックスは国内最大のノンバンク・金融サービス会社です。1964年設立時のリース事業を皮切りに「金融」と「モノ」の専門性を高めながら、多角化を
進めてきました。また同社は欧米やアジアでのビジネスも展開しています。2022年3月期ではこれらの海外事業がベース利益全体の半分程度を占めて
おり、グローバル企業と言えます。設立から58年間、バブル崩壊、アジア通貨危機、ITバブル崩壊、サブプライムローン危機、コロナショックなど様々な逆
風がありましたが、毎期黒字の計上を続けています。

　当ファンドが、同社の本源的価値増加率の近似値としてみている一株当たり純資産伸び率は過去5年、10年でみて年率7％から10％成長が続い
ていることに加え、経営陣は配当方針としては配当性向33％若しくは前年配当実績のどちらか高いほうを還元することを掲げており、現在の株価水準
では配当利回りが3％台半ばになります。加えて、同社は優良な投資案件が見つからない場合、自社株買いを通じて余剰株主資本を株主に還元す
ることを標榜しており、近年これが実行に移されています。自己株消却により、過去3年で年率2％から3％程度のペースで発行済株数が減少する傾
向にあり、結果として一株当たり利益及び純資産が引き上げられています。利益成長率、自社株買い、配当利回りを合計すれば同社株への投資で
得られる予想リターンは年率10％程度が見込まれ、当ファンドで組み入れている高成長銘柄群の期待リターンと同等レベルです。

　同社はノンバンク・金融サービス会社ではありますが、じつは「リオープニング・インバウンド関連銘柄」でもあります。これは、同社のホテル・旅館運営、航
空機リース、空港コンセッションの3事業がコロナ禍で大打撃を受けたものの、足元では急速に回復傾向にあることと関連しています。

　まずホテル・旅館運営事業は不動産セグメントに含まれており、「クロスホテル」や「佳ら久」などのブランドで全国各地に展開しています。コロナ禍だった
2022年3月期にはおよそ90億円の赤字を計上していますが、足元では稼働率が回復しつつあります。コロナ禍前の利益水準は60億円程度です。ま
た今後は高級価格帯を中心に新規ホテル・旅館を開業していく計画であり、継続的な成長が見込まれます。

　空港コンセッション事業は事業投資・コンセッションセグメントに含まれます。同社は関西国際空港、大阪国際（伊丹）空港、神戸空港を運営してい
る関西エアポート㈱を持分法適用会社として所有しており、売上収益の4割を得ています。具体的には飛行機の離発着料とターミナル内の店舗売上
が主な収益源です。特に国際空港は、関西地域において関西国際空港以外の競合先が存在しませんので、独占的であり魅力的なビジネスといえま
す。昨年10月の訪日客の入国規制緩和により2022年12月現在はすでに2019年同月の4割程度まで国際線旅客数が回復しているのは朗報で
す。2020年3月期には200億円近い利益を稼いでおり、同水準に近い利益額は2025年3月期までに達成可能だと考えられます。

　最後に航空機リース事業は輸送機器セグメントに含まれており、コロナ禍前の同事業からもたらされる利益規模は450億円でした。国内ホテル・旅館
運営事業および空港コンセッション事業が国内依存のビジネスに対して、航空機リース事業はグローバルに展開されています。海外では旅客需要の回
復が日本よりも早く始まったことから、すでに黒字基調で推移しています。懸念されていたロシア向けに貸し出されている航空機が回収不能になったケー
スもほとんどなく、減損損失も限定的でした。

　以上、3事業は2022年3月期において合計赤字額が約220億円に上りましたが、経営陣は2025年3月期までにコロナ禍前の利益水準をやや下
回る600億円までの回復を見込んでおります。即ち、利益改善額は800億円強となり、同社の2022年3月期当期純利益実績3,121億円から
2025年3月期にかけての利益増加見込み額1,279億円（同期末の当期純利益計画4,400億円）のうち6割程度がこれら3事業の回復によって
達成されることを意味します。

　同社のROE（株主資本利益率）は2022年3月期実績の9.9％から2025年3月期には11.7％への改善が計画されており、現在低位に留まる
株価のバリュエーション（PBR0.8倍、今期予想PER8倍）の拡大余地もありそうです。即ち、向こう3年で当期純利益が今から4割程度増え、ROE
の改善を反映してPBRが上昇すれば、現状の株価水準から市場平均を上回るリターンが期待できると考えられます。

投資先ファンド①　　スパークス・厳選投資ファンドＦＦ（適格機関投資家専用）

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

2023年2月28日基準（愛称：大小）

特化型

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 3



ファンド設定日：2021年5月7日

※組入比率はマザーファンドの純資産総額比です。
※各比率の合計が四捨五入の関係で100％にならない場合があります。

※設定日前日を10,000として指数化しています。
※基準価額及び税引前分配金再投資基準価額は信託報酬控除後の値です。
※税引前分配金再投資基準価額は、本ファンドに分配金実績があった場合に、当該分配金
（税引前）を再投資したものとして計算しています。

※期間収益率は税引前分配金を再投資したものとして算出した税引前分配金再投資基準価額により計算しています。

※組入比率はマザーファンドの純資産総額比です。
※組入比率はマザーファンドの純資産総額比です。 ※四捨五入の関係で合計が100％にならない場合があります。

投資先ファンド②　　ＳＢＩ中小型成長株ファンド-ネクストジャパン-FF（適格機関投資家専用）

基準価額等の推移 基準価額 前月末比

8,595円 -191円

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

2023年2月28日基準（愛称：大小）

1 トランザクション　　　　　　　　　　　　 その他製品 3.6%

期間収益率

設定来 １カ月 ３カ月 １年 ３年 ５年６カ月

4 ＮＩＴＴＯＫＵ　　　　　　　　　　　　　

3 寿スピリッツ　　　　　　　　　　　　　　

-14.05%

銘柄名

組入上位5銘柄業種別構成　上位５業種

-2.17% -4.84% -4.44% 1.12% － －

2

5 前田工繊　　　　　　　　　　　　　　　　 その他製品 3.1%

組入銘柄数 56銘柄

3.3%

3.5%

機械

食料品

資産別構成比率

97.0％

現金等

株式

3.0％

ジャパンマテリアル　　　　　　　　　　　 サービス業 3.5%

業種 比率

特化型
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（円）

※最終ページの「本資料のご留意点」を必ずご覧ください。 4



（運用概況）
　当ファンドのパフォーマンスは、前月末比ー2.17％の下落となりました。
　2月の国内株式市場は、月初の米連邦公開市場委員会（FOMC）、日銀総裁人事、米長期債利回りの動向や為替の動向などが注目されました。FOMCで
は0.25%利上げとなり、通常のペースに戻りました。利上げペースの減速を受けて一時的に米国国債利回りの低下が見られました。しかしながら、景気堅調との見
方から当局者のコメントなどでは今後の利上げの可能性も示唆されました。その後、米国は雇用統計、ISM非製造業景況指数など堅調な注目指標の発表が続
きました。これにより為替相場は円安ドル高傾向となり、外需依存度の高い輸出株が上昇しました。日銀総裁人事は植田和男氏が指名され足元は現状維持との
観測が有力となり、金融緩和政策継続との見方が優勢です。米利上げ局面の長期化観測から米国国債利回りが上昇して、米国でハイテクグロース株が失速した
ことから電気機器は軟調となりました。一方、金利上昇期待から銀行株が堅調となりました。個別銘柄の業績発表がまちまちなものであったこともあり、全体として小
幅な上昇にとどまりました。個別銘柄では、米半導体株の好決算を受けてルネサスエレクトロニクス、海運指数の上昇を好感した日本郵船などの上昇が目立ちまし
た。一方、主力のHRT事業の先行きが懸念されたリクルート、受注見通しの減額修正などで調整気味のレーザテックなどが売られました。
　この結果、当月の指数の動きは日経平均株価＋0.43％、TOPIX+0.91%、東証マザーズ指数▲3.51％となりました。
　東証33業種別では、世界景気の回復への期待や円安などから海運、鉄鋼などが好調でした。一方、空運、精密機械などが構成銘柄の悪決算などで不調でし
た。

＊以下は、当ファンドの投資助言会社であるエンジェルジャパン・アセットマネジメント株式会社からのコメントです。

（今後の見通し）
　今年も春季労使交渉（春闘）の季節が近づき、2月以降は企業の賃上げに関する報道がメディアを賑わすようになってきました。日本労働組合総連合会（連
合）は、ここ数年は4％程度の賃上げ目標を掲げてきましたが、今年は物価高やこれまで賃上げが十分に達成されていない実態を踏まえて、昨年12月に5％程
度の賃上げを求める方針を打ち出しています。これに対して、今年は実際の労使交渉に先行して5％を上回る賃上げを表明する大企業が増えており、昨年までと
は様相が異なっています。その背景としては、やはり人材確保に対する危機感を感じる企業がますます増えていることが大きいでしょう。
　これは大企業に限らず中堅・中小企業にも共通した悩みであり、とりわけ成長を強く志向する新興企業においては、人員の規模拡大が成長の絶対条件になるこ
とが多いため、重要な経営課題になっています。当社が行う日々の個別直接面談の中でも、いかにして人材を確保するか、という議論が話題の中心になることがま
すます増えてきました。人材開発部の責任者に思い切って若い人材を登用して、より現場社員に寄り添った人事施策を打つことで離職率の低減を図る会社もあれ
ば、営業部の業務を再整理して営業社員の事務負担を下げ、よりフロント業務に集中できる環境をつくろうとする会社もあるなど、各社各様に知恵を絞っています。
　上場企業には、2023年3月期決算の有価証券報告書から、「人的資本」に関する情報の開示が求められます。「人的資本」とは、従業員をコストではなく「付
加価値を生み出す資本」と捉える考え方で、企業は経営戦略と連動した人材育成方針の策定や、人材に対する投資額、満足度、離職率といった定量情報の開
示が必要になります。ただ、投資家目線でいえば、単なる賃上げはコストが増えるだけで利益の下押し要因になってしまいますので、望ましくありません。獲得した人
材に対して適切な投資を行うことで付加価値を向上させ、成長の好循環につなげられるような魅力的な企業を、一社でも多く見出していきたいと思います。

（組入銘柄のご紹介）～寿スピリッツ（2222）～
　今月は、“お菓子の総合プロデューサー”を標榜し、観光土産用菓子で全国に事業を展開する「寿スピリッツ」をご紹介します。1952年に「寿製菓」として鳥取県
で創業した同社は、1968年に『因幡の白うさぎ』を発売して以来、観光土産用菓子の高級化に取り組んできました。1994年の株式上場以降は、M&A（企業
の合併・買収）も駆使して積極的に全国展開を進め、現在は持株会社の傘下に17社（国内16社・海外1社）の事業会社が集う企業グループとなっています。
　各事業会社は地域に根づいた企業活動を進めており、北海道の『ルタオ』は地元産の生クリームを使ったケーキを主力商品とし、首都圏の『フランセ』や『築地ちと
せ』、長崎の『九十九島せんぺい』は地元の老舗菓子店を源流とする菓子ブランドを展開しています。さらに、日本はもとより世界中から観光客が集まる首都圏で
は、古き良き時代のアメリカに着想した『ザ・メープルマニア』、世界中のバターを選りすぐった『バターバトラー』など、様々な文化が交錯する菓子ブランドも展開していま
す。
　多種多様なブランドを展開するなかで、同社は製造卸から製造小売への転換を進めてきました。製造から販売までを単一の企業グループで手掛ける製造小売
は、アパレル業界では一般的ですが、観光土産用菓子で全国展開となると、他に例を見ません。同社グループの工場は山陰、北海道、九州、東海などにあり、主
力商品はこれらの工場で製造されています。また駅や空港、百貨店などに展開する自社店舗では、自社の社員が中心となって販売活動をしています。コロナ禍に
あっても自社店舗は増やしており、例えば東京駅構内ではコロナ禍前の3店から12店に増加（2022年12月末）するなど、事業基盤はコロナ禍前よりむしろ拡充
されています。今後、観光需要の本格的な回復が見込まれるなか、次の成長に向けた準備は万端整っていると考えられます。

投資先ファンド②　　ＳＢＩ中小型成長株ファンド-ネクストジャパン-FF（適格機関投資家専用）

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：大小） 2023年2月28日基準

特化型
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※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的

本ファンドは、信託財産の中長期的な成長をめざして運用を行います。

ファンドの特色

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：大小）

① 国内の株式を実質的な投資対象とする投資信託証券を主要投資対象とします。
② 国内の大型株、小型株運用で実績がある運用会社の運用するファンドへ投資を行います。
③ 実質基本投資割合は大型株50％、小型株50％を基本に±10％の範囲とします。
  ・ 原則として3 ヵ月に１回、基本投資割合へ戻す調整を行います。
  ・ 市況変動等により想定する配分比率から大きく乖離した場合は、適時、基本投資割合に準じた構成比率に戻す調整を行います。
  ・ 経済環境の変化等が見込まれた場合には、基本投資割合を見直す場合があります。

投資リスク

基準価額の変動要因

本ファンドは、投資信託証券への投資を通じて主に国内株式に投資を行います。株式等値動きのある証券を投資対象としているため、基準価額は変
動し投資元本を割込むことがあります。特に、本ファンドは、銘柄構成が特定の業種に集中する傾向や、特定の銘柄の組み入れ比率が高くなる場合が
あり、基準価額が大幅にまたは継続的に下落するリスクがあります。したがって、投資者の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の
下落により、損失を被り、投資元本を割込むことがあります。信託財産に生じた利益及び損失は、すべて投資者の皆様に帰属します。また、投資信託
は預貯金と異なります。

主な変動要因

本ファンドは特化型運用を行います。
・ 一般社団法人投資信託協会は、「信用リスク集中回避のための投資制限」を定めており、投資対象にファンドの純資産総額に対する比率
（10％）を超える、又は超える可能性の高い支配的な銘柄が存在するものを特化型としています。
・ 本ファンドは、実質的に投資するわが国の大型株及び小型株の特定銘柄について、ファンドの純資産総額に対する投資比率が10％を超える又は超
える可能性の高い支配的な銘柄が存在する場合があります。したがって、これら銘柄に経営破たんや経営・財務状況の悪化などが生じた場合には、大
きな損失が発生することがあります。

価格変動リスク 一般に、株式の価格は個々の企業の活動や業績、国内外の経済・政治情勢、市場環境・需給等を反映して変動します。
本ファンドは株式の価格が下落した場合、基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

流動性リスク 株式を売却あるいは取得しようとする際に、十分な流動性の下での取引を行えず、市場実勢から期待される価格で売買で
きない可能性があります。この場合、基準価額は影響を受け、損失を被ることがあります。

信用リスク 投資した企業や取引先等の経営・財務状況が悪化するまたは悪化が予想される場合等により、株式の価格が下落した場
合には基準価額は影響を受け損失を被ることがあります。

特化型
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その他の留意点

リスクの管理体制

・本ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
・本ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待される価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、基
準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付が中止となる可能性、換金代金のお支払いが遅延する可能性があります。
・投資信託は預金や保険契約と異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。
・銀行など登録金融機関でご購入いただく投資信託は投資者保護基金の支払対象ではありません。
・収益分配金の水準は、必ずしも計算期間における本ファンドの収益の水準を示すものではありません。収益分配は、計算期間に生じた収益を超えて
行われる場合があります。
・投資者の購入価額によっては、収益分配金の一部または全部が、実質的な元本の一部払戻しに相当する場合があります。
・収益分配金の支払いは、信託財産から行われます。したがって純資産総額の減少、基準価額の下落要因となります。

基準価額算出のイメージ

委託会社では、ファンドのパフォーマンスの分析及び運用リスクの管理をリスク管理関連の各種委員会を設けて行っています。流動性リスクの管理におい
ては、委託会社が規程を定め、ファンドの組入資産の流動性リスクのモニタリングなどを実施するとともに、緊急時対応策の策定・検証などを行います。
取締役会等は、流動性リスク管理の適切な実施の確保や流動性リスク管理態勢について、監督します。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：大小）

特化型
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購入・換金申込受
付の中止及び取消し

金融商品取引所等における取引の停止、その他やむを得ない事情等があるときは、購入・換金のお申込みの受付を中止す
ること、及び既に受付けた購入・換金のお申込みの受付を取消す場合があります。

換金制限 ファンドの資金管理を円滑に行うため、大口解約には制限を設ける場合があります。

課税関係

課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度及び未成年者少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除の適用が可能です。益金不算入制度の適用はありません。
※税制が改正された場合には、変更となる場合があります。税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧
※めします。

収益分配 毎決算時に、収益分配方針に基づき、分配を行います。

信託期間 2031年4月25日(金)まで（設定日：2021年5月7日(金)）
信託期間の延長が有利であると認めたときは、信託期間を延長する場合があります。

繰上償還 ファンドの受益権の総口数が10億口を下回ることとなった場合等には、繰上償還となることがあります。

決算日 年1回（4月25日。休業日の場合は翌営業日）

申込締切時間

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

追加型投信／国内／株式
（愛称：大小）

原則として、午後3時までに販売会社が受付けた分を当日のお申込みとします。
※受付時間は販売会社によって異なることもありますのでご注意ください。

販売会社が定める期日までにお支払いください。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

換金価額 換金受付日の翌営業日の基準価額

換金代金 原則として、換金申込受付日から起算して6営業日目からのお支払いとなります。

購入代金

換金単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

お申込みメモ

購入単位 販売会社がそれぞれ定める単位とします。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額
（ファンドの基準価額は1万口当たりで表示しています。）

特化型
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＊ ファンドが投資対象とする投資信託の信託報酬を加味した、投資者の皆様が実質的に負担する信託報酬率
※ になります。なお、投資対象ファンドの変更等により、数値は変動する場合があります。

※投資者の皆様にご負担いただく手数料等の合計額については、ファンドを保有される期間等に応じて異なりますので、表示することができません。

追加型投信／国内／株式

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：大小）

ファンドの費用

投資者が直接的に負担する費用

購入時手数料 購入価額に3.3％（税抜：3.0％）を上限として販売会社が定める手数料率を乗じて得た額とします。
詳細は販売会社にお問い合わせください。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

受託会社 三井住友信託銀行株式会社　 （ファンド財産の保管・管理等を行います。）

※最終頁をご参照ください。　（受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。）販売会社

年1.496％（税込）程度

その他の費用
及び手数料

ファンドの監査費用、有価証券売買時にかかる売買委託手数料、信託事務の処理等に要する諸費用、開示書類等の作
成費用等（有価証券届出書、目論見書、有価証券報告書、運用報告書等の作成・印刷費用等）が信託財産から差
引かれます。なお、これらの費用は、監査費用を除き、運用状況などにより変動するものであり、事前に料率、上限額などを
示すことができません。この他、投資対象ファンドにかかる費用、手数料並びに信託財産留保額等を間接的にご負担いただ
きます。

委託会社、その他関係法人

委託会社 ＳＢＩアセットマネジメント株式会社　 （信託財産の運用指図、投資信託説明書（目論見書）及び運用報告書の作成等を行います。）

　　金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第311号　加入協会/一般社団法人投資信託協会 　一般社団法人日本投資顧問業協会

運用管理費用
（信託報酬）

ファンドの日々の純資産総額に年0.638％（税抜：年0.58％）を乗じて得た額とします。
信託報酬は毎日計上され、毎計算期間の最初の６カ月終了日（休業日の場合は翌営業日）及び毎計算期末または
信託終了のときにファンドから支払われます。

投資対象とする投資信託証券の信託報酬 年0.858％（税込）程度

実質的な負担＊

特化型
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■販売会社では、受益権の募集・販売の取扱い、及びこれらに付随する業務を行います。
＊株式会社新生銀行は、2023年1月4日より、株式会社ＳＢＩ新生銀行へ商号変更致しました。

○ ○

○

○ ○ ○ ○

追加型投信／国内／株式

販売会社一覧

ＳＢＩ国内大小成長株ファンド 月次レポート
販売用資料

（愛称：大小）

金融商品取引業者名 登録番号
加入協会

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物取引業

協会

一般社団法人
日本投資顧問業

協会

一般社団法人
第二種金融商品

取引業協会

一般社団法人
日本STO協会

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第165号

関東財務局長
（金商）第44号

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第67号

○ ○ ○ ○

登録金融機関 関東財務局長
（登金）第10号

金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第164号 ○ ○

○ ○

○ ○ ○

○ ○

松井証券株式会社

○

株式会社SBIネオトレード証券 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第8号

登録金融機関 関東財務局長
（登金）第10号

株式会社ＳＢＩ新生銀行＊(委託金融商品
取引業者 マネックス証券株式会社)

株式会社ＳＢＩ新生銀行＊(委託金融商
品取引業者 株式会社ＳＢＩ証券) ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長
（金商）第195号

本資料のご留意点

○本資料は、ＳＢＩアセットマネジメントが作成した販売用資料で、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。○本資料は、ＳＢＩアセット
マネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、完全性について保証するものではありません。また、将
来予告なく変更されることがあります。○本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。○投資
信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。○投資信託の運用による損益はすべて受益
者の皆様に帰属します。

特化型
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